海外事業による企業成長モデル創出事業　応募申請書（様式１）
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海外事業による企業成長モデル創出事業
応 募 申 請 書
  第１部　企業・担当者の基本情報　　
問1　企業の基本情報 【必須】
	申請日
	
	法人番号
	

	フ　リ　ガ　ナ
	
	設立年月
	

	法人名
	
	
	

	フ　リ　ガ　ナ
	
	
	

	代表者 役職・氏名
	
	資本金
	

	本店所在地
	仙台市　　　　区
	従業員数
	

	ホームページ
	

	主要事業内容
	



問2　主たる業種（１つに ☑ ） 【必須】
※ この回答により、問22（業種別の追加確認）の記入箇所が決まります。
☐ A 食品・飲料関連　　☐ B 消費財・生活用品・雑貨関連　　☐ C 化粧品・健康関連
☐ D 機械・装置・部品関連　　☐ E 素材・化学関連　　☐ F 建設・住宅関連関連
☐ G IT・ソフトウェア関連　　☐ H サービス関連（個人・法人向け（両方または何れかに○））　　☐ I その他（　　　　　　　　　　　）
問3　本事業の担当者・社内責任者 【必須】
	区分
	所属
	役職
	氏名
	連絡先（電話・メール）

	業務責任者
	
	
	
	

	実務担当者
	☐ 業務責任者と同じ

	
	
	
	
	

	その他関連部署・担当者
	
	
	
	


  第２部　応募条件・対象商品・希望国等の確認　　
問4　応募条件の確認（すべての項目に ☑ が必要です） 【必須】
	☐ 仙台市内に本店を置く中小企業である　
	☐ みなし大企業に該当しない　

	☐ 海外市場に既に販路又は販売実績を有する　
	☐ 本事業の業務責任者及び実務担当者を配置できる（両者の兼務可）　

	☐ 支援先企業として企業名や取組内容が公表されることを了承し、仙台市が実施するプロモーション活動やイベント、ヒアリング、アンケート等に協力することができる
	☐ 一次審査を通過した場合に、仙台市及び運営事務局が設置する審査委員会による面接審査（令和８年９月９日（水）・仙台市役所経済局会議室）に参加できる　

	☐ 次に掲げる業種又は企業に該当しない（暴力団及び暴力団員等に該当し又は密接な関係を有する企業、性風俗関連特殊営業及びこれらに類似する業種、各種法令等に違反している企業、行政指導を受け改善がなされていない企業、特定の政治・思想・宗教の活動を行う企業　等）　
	☐ 仙台市税（又は現在の主たる事業所所在市町村の市町村税）、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない　

	☐ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て中又は更生手続中、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て中又は再生手続中のいずれにも該当しない
	☐ 提出された書類等は、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成11年5月14日法律第42号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を除いて、情報開示の対象となることに同意する　

	☐ 本事業の実施に伴い自己負担経費（公募要領３．（2）に掲げるもの）を負担できる　


問5　本事業で海外展開を目指す商品・サービス 【必須】
※ 主力となるものを最大2件までご記入ください。
	No.
	商品・サービス名
	概要（50字以内）
	強み
（下記から複数選択可）
	販売実績

	①
	
	
	
	☐ 国内あり
☐ 海外あり

	②
	
	
	
	☐国内あり
☐海外あり


【強みの選択肢】 ア 品質・性能／イ 価格競争力／ウ デザイン・意匠／エ 技術・特許／オ 産地・ブランド・ストーリー／カ 安全性・認証／キ 供給の安定性／ク アフターサービス・保守／ケ その他（記載してください）
問6　本事業で海外展開を希望する国（ASEAN）【必須】
	第１希望
	

	第２希望
	（任意）

	未定の場合
	☐ 未定の場合は☑


※ 参考例：ベトナム／タイ／シンガポール／マレーシア／インドネシア／フィリピン 等
問7　希望する支援内容（複数 ☑ 可） 【必須】
	☐ 市場調査・情報提供
	☐ 商談先の発掘・マッチング
	☐ 現地訪問の調整・商談同行・通訳

	☐ 展示会・商談会への出展
	☐ 外国語資料・カタログ作成
	☐ 輸出手続・認証等の助言

	☐ 代理店・バイヤーの紹介
	☐ テスト販売の実施
	☐ 価格・採算の検討

	☐ 契約・法務の助言
	☐ その他（　　　　）
	☐ 未定・運営事務局と相談したい


問8　本事業に申し込む理由（自由記述） 【200字程度・必須】
	




  第３部　これまでの海外展開実績　　
問9　海外展開の実績一覧 【必須】
※ 国・地域ごとに1行でご記入ください。行が不足する場合は行を追加してください。
	国・地域
	商品・サービス
	開始時期
	販売方法等
※記号
	販売実績
	継続販売
	年間売上
※番号

	（例）台湾
	〇〇（食品）
	2022年4月
	B
	☑有　□無
	☑有　☐無
	２

	
	
	
	
	☐有　☐無
	☐有　☐無
	

	
	
	
	
	☐有　☐無
	☐有　☐無
	

	
	
	
	
	☐有　☐無
	☐有　☐無
	

	【販売方法の記号】
A 直接輸出／B 商社・卸経由／C 現地代理店／D 越境EC／E 現地法人・拠点／F 現地生産・委託／G 国内での海外顧客向け販売／H サービス提供・ライセンス／I その他
	【年間売上の番号】
1：100万円未満／2：100万円以上500万円未満／3：500万円以上1,000万円未満／4：1,000万円以上／5：非公表／6：売上実績なし

	
	


問10　海外展開に向けた活動実績（該当する欄に ☑） 【必須】
	活動内容
	直近3年に実績あり
	3年より前に実績あり
	実績なし
	補足（50字以内・任意）

	ビジネスを目的とした海外への渡航
	☐
	☐
	☐
	

	自社製品の海外展開に向けた市場調査
	☐
	☐
	☐
	

	海外展示会・商談会への出展
	☐
	☐
	☐
	

	国内開催の商談会（海外バイヤー招へい等）への参加
	☐
	☐
	☐
	

	現地でのテスト販売・試食・試用
	☐
	☐
	☐
	

	海外企業との商談の実施（見積又はサンプルの提出等）
	☐
	☐
	☐
	

	海外企業との商談成約（輸出・業務提携等）
	☐
	☐
	☐
	


問11　海外展開にかかる自社の課題（複数 ☑ 可） 【必須】
	☐ 商談候補先が見つからない
	☐ 価格・採算が合わない
	☐ 認証・許認可への対応

	☐ 商流の構築（物流・輸送コストの課題を含む）
	☐ 最小ロット・数量の調整
	☐ 外国語での対応

	☐ 社内の人員・時間の不足
	☐ 生産・供給能力の不足
	☐ 現地の競合が強い

	☐ 現地の商習慣が分からない
	☐ 特に大きな課題はない
	☐ その他（　　　　　）


問12　直近3年間の海外売上高とその理由 【必須】
(1) 直近3年間の海外売上
直近年：　　　　　　百万円　　　　　昨　年：　　　　　　百万円　　　　　一昨年：　　　　　　百万円
(2) 主な理由（当てはまるもの全て）
	☐ 取引先が増えた／減った
	☐ 商品ラインを拡充した
	☐ 為替の影響

	☐ 現地需要が変動した
	☐ 社内の人員・体制の変化
	☐ 生産・供給能力の制約

	☐ 物流費・原材料費の上昇
	☐ 認証・規制への対応
	☐ 現地パートナーの事情

	☐ 営業機会が確保できていない
	☐特に大きな変化はない
	☐ その他


（補足　200字程度・任意）
	



  第４部　今後の海外展開方針・戦略　
問13　経営方針における海外事業の位置付けと、拡大する理由 【必須】
(1) 経営方針における海外事業の位置付け（1つ選択）
☐ 最重要の成長分野　　☐ 重要な成長分野の一つ　　☐ 国内事業を補完する分野　　☐ 今後、位置付けを明確にする段階
(2) 海外事業を拡大する理由（重要なものを最大3つ）
	☐ 国内市場の縮小への対応
	☐ 海外需要の拡大が見込める
	☐ 収益性の向上

	☐ 取引先の海外展開への対応
	☐ 生産余力の活用
	☐ ブランド価値の向上

	☐ 人材の確保・従業員の意欲
	☐ 事業リスクの分散
	☐ 既存の海外取引の深耕


問14　3年後から5年後に目指す姿 【必須】
	重点国・地域（3つまで）
	

	重点顧客
	☐ 一般消費者　☐ 小売・量販・百貨店　☐ 飲食・外食・ホテル　☐ 商社・卸・輸入業者　☐ 製造業　☐ 公共・インフラ
☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	重点商品・サービス
	

	海外売上の目標
	百万円

	海外売上比率の目標
	☐ 5%未満　☐ 5〜10%　☐ 10〜30%　☐ 30%以上　☐ 未定

	投入予定の人員
	☐ 兼任1名　☐ 兼任2名以上　☐ 専任1名　☐ 専任2名以上　☐ 今後採用・配置予定　☐ 未定


問15　問13、14に関連し、具体的な方針や目標、それらを達成するための方策等を記載してください【200字程度・必須】
	





  第５部　本事業で取り組む内容と目指す成果　
問16　本事業で海外展開を希望する国（ASEAN）における海外展開フェーズ（１つだけ ☑ ） 【必須】
※対象国ごとにフェーズが異なる場合は、本事業で最も注力する国についてお答えください。
	対象国
	

	☐ 対象国未定
	☐ 対象国選定済・市場調査前
	☐ 市場調査中

	☐ 商談候補先を探索中
	☐ 商談先あり
	☐ 見積・サンプル提出済み

	☐ 契約交渉中
	☐ 既に販売実績あり
	☐ 継続販売・事業拡大段階


問17　本事業で想定する顧客と販売方式等 【必須】
	想定顧客
	☐ 一般消費者　☐ 小売・量販・百貨店　☐ 飲食・外食・ホテル　☐ 商社・卸・輸入業者　☐ 現地代理店　☐ 製造業
☐ 病院・介護・教育等　☐ 公共・インフラ　☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	販売方式等
	☐ 直接輸出　☐ 間接輸出　☐ 現地代理店　☐ 未定・運営事務局と相談したい　☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問18　本事業期間内に目指す成果（複数 ☑ 可。最も重視するもの1つに ◎） 【必須】
	☐ 対象国の決定・市場調査の実施
	☐ バイヤー・代理店候補の発掘
	☐ 商談の実施

	☐ 見積の提出
	☐ サンプルの提供
	☐ テスト販売の実施

	☐ 契約交渉の開始
	☐ 契約の締結
	☐ 初回受注獲得

	☐ 海外売上の創出
	☐ 継続受注獲得
	☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


 問19　本事業における自社の目指すべき成果について、具体的な内容がある場合は記載してください。【200字程度・任意】
	



   第6部　社内体制と海外展開に向けた準備状況
問20　社内体制の確認 【必須】
	確認項目
	可能
	条件付きで
可能
	困難・未定
	補足（任意・「条件付きで可能」の場合その理由）

	業務責任者又は実務担当者が商談に参加できる
	☐
	☐
	☐
	

	業務責任者又は実務担当者が現地訪問できる
	☐
	☐
	☐
	

	自社で外国語対応ができる
	☐
	☐
	☐
	

	輸出に向けて増産又は供給量の調整ができる
	☐
	☐
	☐
	

	輸出、関連する契約実務等について社内外に相談先がある
	☐
	☐
	☐
	


問21　対象国への輸出・海外販売に必要な準備状況の確認 【必須】
※ 現時点の状況を1つ選んでください。「未対応」「不明」であることのみを理由に評価を下げることはありません。
	確認項目
	対応済
	対応中
	未対応
	不明
	該当なし
	補足（50字以内・任意）

	輸出価格・現地想定売価の設定
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	採算（原価・物流費込み）の把握
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	輸送方法・物流ルートの確認
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	輸出用の包装・荷姿
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	外国語の商品資料・カタログ
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	外国語のラベル・成分・仕様表示
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	対象国で必要な認証・登録
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	対象国の輸入規制・許認可の確認
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	

	対象国における商標の登録・確認
	☐
	☐
	☐
	☐
	☐
	


問22　業種別の追加確認 【該当する欄のみ】
※ 問2で選択した業種に対応する欄のみご記入ください。他の欄は記入不要です。
	A・B・C 
食品・消費財・化粧品等
	賞味期間・使用期間
	☐ 6か月未満　☐ 6か月〜1年未満　☐ 1年以上　☐ 該当なし

	
	保存方法（温度帯）
	☐ 常温　☐ 冷蔵　☐ 冷凍　☐ 該当なし

	
	現地の輸入規制・成分規制の確認
	☐ 対応済　☐ 対応中　☐ 未対応　☐ 不明　☐ 該当なし

	D・E・F
 機械・素材・建設等
	顧客の導入判断までの想定期間
	☐ 3か月以内　☐ 3〜6か月未満　☐ 6か月〜1年未満　☐ 1年超　☐ 不明

	
	実証実験・導入テストの要否
	☐ 必要　☐ 不要　☐ 未定

	
	現地のメンテナンス・保守体制
	☐ 自社で対応　☐ 代理店に委託　☐ 未定　☐ 不要

	
	日本の輸出規制及び現地の輸入規制
	☐ 対応済　☐ 対応中　☐ 未対応　☐ 不明　☐ 該当なし

	G・H
IT・サービス
	現地での提供方法
	☐ オンライン　☐ 現地拠点　☐ パートナー経由　☐ ライセンス供与　☐ 未定

	
	外国語でのサービス提供
	☐ 対応済　 ☐ 対応中　☐ 未対応　☐ 不明

	
	現地法規制・業規制の確認
	☐ 対応済　☐ 対応中　☐ 未対応　☐ 不明　☐ 該当なし

	Ｉ
その他
	対象国でのビジネス展開に当たって、解決しなければいけない課題があれば記載してください。
	

	問23　海外へのサンプル提供・販売テスト等の可否についての確認 【必須】
※ 商材の特性上、サンプル提供やテスト販売になじまない場合は「該当なし」を選択してください。「該当なし」を選択したことのみを理由に評価を下げることはありません。
	サンプルの提供
	☐ 可　☐ 条件付きで可（条件内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　☐ 不可　☐ 該当なし

	現地でのテスト販売・試食・試用
	☐ 可　☐ 条件付きで可（条件内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　☐ 不可　☐ 該当なし

	現地向けの仕様変更 （容量・包装・味・機能等）
	☐ 可　☐ 一部可（一部可の内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　☐ 不可　☐ 該当なし

	最小ロット・最小発注数量
	☐ 設定あり（　　　　　　　　　　　　　　）　☐ 相談に応じる　☐ 未定　☐ 該当なし





   第７部　添付資料の確認　
問24　添付資料の確認 【必須】
※ 提出いただく決算報告書一式の写しは、公募要領「１３．審査項目及び配点」の審査項目②のうち財務状況の確認にも使用します。
	【必須】以下は必ず添付してください
	【任意】お持ちの場合のみ添付してください

	☐ 直近3期分の決算報告書一式の写し又はこれに類する書類
☐ 市税の滞納がないことの証明書
☐ 会社の概要が分かる資料（会社案内等）
	☐ 対象商品の写真・カタログ（外国語版を含む）
☐ 海外取引の実績が分かる資料
☐ 海外展開実績を確認できる資料（商談記録・契約書等）
☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
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